
　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３　（１５）　高齢者福祉　 ③ 担 当 課 健康福祉部健康・いきいき高齢課

② 事 務 事 業 名 高齢者福祉事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 1 2 2

⑤１０年後のまちの姿 必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保健】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 緊急通報装置貸与事業 1,412

（２） 長生会補助金等 1,108

（３） 養護老人ホーム入所措置 823

（４） 高齢者保健福祉月間事業 389

（５）

（１） 緊急通報装置貸与事業 1,396

（２） 長生会補助金等 1,106

（３） 養護老人ホーム入所措置 4,211

（４） 高齢者保健福祉月間事業 214

（５） 高齢者補聴器購入費用助成事業 1,060

（１） 緊急通報装置貸与事業 1,396

（２） 長生会補助金等 1,106

（３） 養護老人ホーム入所措置 4,211

（４） 高齢者保健福祉月間事業 214

（５） 高齢者補聴器購入費用助成事業 1,060

（１） 緊急通報装置貸与事業 1,396

（２） 長生会補助金等 1,106

（３） 養護老人ホーム入所措置 4,211

（４） 高齢者保健福祉月間事業 214

（５） 高齢者補聴器購入費用助成事業 1,060

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 733 733 733 733 2,932

地方債 0

その他 423 1,821 1,821 1,821 5,886

一般財源 2,576 5,433 5,433 5,433 18,875

概算事業費（合計） 3,732 7,987 7,987 7,987 27,693

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要
高齢者の生きがいづくりや地域での社会参加への支援を行い、高齢者福祉の向上を図る。
高齢者保健福祉月間（９月）に合わせた事業を実施する。
加齢性難聴の高齢者に対し補聴器購入費用の助成を実施する。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３　（１５）　高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部健康・いきいき高齢課

② 事 務 事 業 名 高齢者給付事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保健】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 老人日常生活用具給付等事業 175

（２） 在日外国人給付事業 60

（３）

（４）

（５）

（１） 在日外国人給付事業 60

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 在日外国人給付事業 60

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 在日外国人給付事業 60

（２）

（３）

（４）

（５）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0

地方債 0

その他 16 0 0 0 16

一般財源 219 60 60 60 399

概算事業費（合計） 235 60 60 60 415

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要
介護や支援を必要とする高齢者が住み慣れた地域で安心して快適な生活が送れるよう、地域支援事業や地域密着型サービスな
どと連携し、在宅生活支援サービスを提供する。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３　（１５）　高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部健康・いきいき高齢課

② 事 務 事 業 名 老人憩の家維持管理事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 1 4 2

⑤１０年後のまちの姿 一人ひとりがいきいきと健康で豊かに暮らせるまちとなっています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保健】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 老人憩の家運営費補助金の交付 3,683

（２） 老人憩の家の修繕 2,400

（３） 老人憩の家の備品管理 1,000

（４） その他老人憩の家の備品管理 234

（５） 老人憩の家併設地区集会所の耐震化等（成合） 11,178

（１） 老人憩の家運営費補助金の交付 3,683

（２） 老人憩の家の修繕 2,400

（３） 老人憩の家の備品管理 993

（４） その他老人憩の家の備品管理 234

（５） 老人憩の家併設地区集会所の耐震化等（大宮、五門、紺屋、七山、野田、大久保） 未定

（１） 老人憩の家運営費補助金の交付 3,683

（２） 老人憩の家の修繕 2,400

（３） 老人憩の家の備品管理 1,365

（４） その他老人憩の家の備品管理 234

（５） 老人憩の家併設地区集会所の耐震化等（大宮、五門、紺屋、七山、野田、大久保） 未定

（１） 老人憩の家運営費補助金の交付 3,683

（２） 老人憩の家の修繕 2,400

（３） 老人憩の家の備品管理 957

（４） その他老人憩の家の備品管理 234

（５）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 7,730 未定 未定 未定

地方債 0

その他 13 13 13 13 52

一般財源 10,752 7,297 7,669 7,261 32,979

概算事業費（合計） 18,495 7,310 7,682 7,274 33,031

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要
高齢者に対し教養の向上やレクリエーション等のための場を提供しもって高齢者の心身の健康の増進を図ることを目的とする老
人憩の家の適正な維持管理を行う。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３　（１５）　高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部健康・いきいき高齢課

② 事 務 事 業 名 老人福祉センター維持管理事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 1 4 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑥ 事 務 事 業 概 要
地域の高齢者に対して、各種の相談に応ずるとともに、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供
与し、もって高齢者に健康で明るい生活を営ませることを目的とする老人福祉センターの適正な維持管理を行う。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） 老人福祉センター指定管理委託料 3,500

（２） その他老人福祉センター維持管理 1,393

（３） 老人福祉センター耐震補強工事【繰越分】 115,000

（４）

（５）

７年度

（１） 老人福祉センター指定管理委託料 3,500

（２）

（３）

（４）

（５）

８年度

（１） 老人福祉センター指定管理委託料 3,500

（２）

（３）

（４）

（５）

９年度

（１） 老人福祉センター指定管理委託料 3,500

（２）

（３）

（４）

（５）

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 33,161 33,161

地方債 29,800 29,800

その他 0

一般財源 56,932 3,500 3,500 3,500 67,432

概算事業費（合計） 119,893 3,500 3,500 3,500 130,393

（備考）



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３　（１５）　高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部健康・いきいき高齢課

② 事 務 事 業 名 シルバー人材センター支援事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 1 4 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑥ 事 務 事 業 概 要
「高齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、高齢者の生きがいづくりや社会参加の促進を図るため、就業機会の提供や
職業能力の開発などの事業を行なっているシルバー人材センターに対し補助金を交付し、その活動を支援する。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） シルバー人材センター補助金 12,000

（２） シルバー人材センター賛助会会費負担金 80

（３）

（４）

（５）

７年度

（１） シルバー人材センター補助金 12,000

（２） シルバー人材センター賛助会会費負担金 80

（３）

（４）

（５）

８年度

（１） シルバー人材センター補助金 12,000

（２） シルバー人材センター賛助会会費負担金 80

（３）

（４）

（５）

９年度

（１） シルバー人材センター補助金 12,000

（２） シルバー人材センター賛助会費負担金 80

（３）

（４）

（５）

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 12,080 12,080 12,080 12,080 48,320

概算事業費（合計） 12,080 12,080 12,080 12,080 48,320

（備考）



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 市民後見推進事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 市民後見人の養成及び活動支援 261

（２） 養成研修終了時の面接等への参画 4

（１） 市民後見人の養成及び活動支援 249

（２） 養成研修終了時の面接等への参画 5

（１） 市民後見人の養成及び活動支援 249

（２） 養成研修終了時の面接等への参画 5

（１） 市民後見人の養成及び活動支援 249

（２） 養成研修終了時の面接等への参画 5

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 195 186 186 186 753

地方債 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

一般財源 70 68 68 68 274

概算事業費（合計） 265 254 254 254 1,027

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要
地域において認知症高齢者等の状態の変化を見守りながら、介護保険サービスの利用援助や日常生活上の金銭管理などの権
利擁護の担い手となる「市民後見人」の要請と活動支援の推進のための体制整備を行う。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】介護保険料賦課徴収事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ １７【実施手段】 パートナーシップで目標を達成しよう タ－ゲット 17.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 介護保険第１号被保険者に係る賦課徴収 2,049

（２） 督促・催告 165

（３） 納付コールセンター負担金 348

（４） 預金調査等サービス利用負担金 0

（１） 介護保険第１号被保険者に係る賦課徴収 2,365

（２） 督促・催告 152

（３） 納付コールセンター負担金 380

（４） 預金調査等サービス利用負担金 19

（１） 介護保険第１号被保険者に係る賦課徴収 2,365

（２） 督促・催告 152

（３） 納付コールセンター負担金 380

（４） 預金調査等サービス利用負担金 19

（１） 介護保険第１号被保険者に係る賦課徴収 2,365

（２） 督促・催告 152

（３） 納付コールセンター負担金 380

（４） 預金調査等サービス利用負担金 19

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他 38 38 38 38 152

一般財源 2,524 2,878 2,878 2,878 11,158

概算事業費（合計） 2,562 2,916 2,916 2,916 11,310

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要 安定した介護サービスを提供するため、その財源である第１号被保険者に係る介護保険料の賦課徴収を行う。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】介護認定調査事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 介護認定調査事業 44,760

（１） 介護認定調査事業 47,171

（１） 介護認定調査事業 47,171

（１） 介護認定調査事業 47,171

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他 212 220 220 220 872

一般財源 44,548 46,951 46,951 46,951 185,401

概算事業費（合計） 44,760 47,171 47,171 47,171 186,273

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要 要介護（要支援）認定に必要な認定（訪問）調査、主治医意見書の取得など、介護認定調査に必要な事務を行う。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】介護サービス等給付事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 居宅介護サービス給付費 2,040,120

（２） 地域密着型介護サービス給付費 418,159

（３） 施設介護サービス給付費 814,257

（４） 居宅介護福祉用具購入給付費 3,790

（５） 居宅介護住宅改修給付費 13,827

（６） 居宅介護サービス計画給付費 245,749

（１） 居宅介護サービス給付費 2,040,120

（２） 地域密着型介護サービス給付費 420,010

（３） 施設介護サービス給付費 816,010

（４） 居宅介護福祉用具購入給付費 4,934

（５） 居宅介護住宅改修給付費 14,788

（６） 居宅介護サービス計画給付費 240,010

（１） 居宅介護サービス給付費 2,309,068

（２） 地域密着型介護サービス給付費 435,124

（３） 施設介護サービス給付費 866,290

（４） 居宅介護福祉用具購入給付費 5,623

（５） 居宅介護住宅改修給付費 16,354

（６） 居宅介護サービス計画給付費 265,568

（１） 居宅介護サービス給付費 2,309,068

（２） 地域密着型介護サービス給付費 435,124

（３） 施設介護サービス給付費 866,290

（４） 居宅介護福祉用具購入給付費 5,623

（５） 居宅介護住宅改修給付費 16,354

（６） 居宅介護サービス計画給付費 265,568

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 1,203,234 1,193,323 1,374,055 1,374,055 5,144,667

地方債 0 0 0 0 0

その他 441,978 441,971 487,253 487,253 1,858,455

一般財源 1,890,690 1,900,578 2,036,719 2,036,719 7,864,706

概算事業費（合計） 3,535,902 3,535,872 3,898,027 3,898,027 14,867,828

（備考）介護給付費負担金（国20％、府12.5％）、介護給付費財政調整交付金5％、介護給付費交付金27％

⑥ 事 務 事 業 概 要 介護保険における要介護認定を受けた者が利用した介護サービスの保険給付を行う。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】介護予防サービス等給付事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 介護予防サービス給付費 77,925

（２） 地域密着型介護予防サービス給付費 1,794

（３） 介護予防福祉用具購入給付費 1,052

（４） 介護予防住宅改修給付費 8,568

（５） 介護予防サービス計画給付費 14,083

（１） 介護予防サービス給付費 78,010

（２） 地域密着型介護予防サービス給付費 3,296

（３） 介護予防福祉用具購入給付費 1,052

（４） 介護予防住宅改修給付費 9,454

（５） 介護予防サービス計画給付費 14,800

（１） 介護予防サービス給付費 88,001

（２） 地域密着型介護予防サービス給付費 1,796

（３） 介護予防福祉用具購入給付費 1,052

（４） 介護予防住宅改修給付費 10,339

（５） 介護予防サービス計画給付費 15,789

（１） 介護予防サービス給付費 88,001

（２） 地域密着型介護予防サービス給付費 1,796

（３） 介護予防福祉用具購入給付費 1,052

（４） 介護予防住宅改修給付費 10,339

（５） 介護予防サービス計画給付費 15,789

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 35,194 35,982 41,234 41,234 153,644

地方債 0 0 0 0 0

その他 12,928 13,327 14,622 14,622 55,499

一般財源 55,300 57,303 61,121 61,121 234,845

概算事業費（合計） 103,422 106,612 116,977 116,977 443,988

（備考）介護給付費負担金（国20％、府12.5％）、介護給付費財政調整交付金5％、介護給付費交付金27％

⑥ 事 務 事 業 概 要 介護保険における要支援認定を受けた者が利用した介護予防サービスの保険給付を行う。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】審査支払事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑥ 事 務 事 業 概 要
介護保険における要介護及び要支援認定を受けた者が利用した介護（予防）サービスの事業所からの請求に対する審査支払に
係る手数料を支払う。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） 審査支払手数料 3,264

７年度

（１） 審査支払手数料 3,357

８年度

（１） 審査支払手数料 3,459

９年度

（１） 審査支払手数料 3,459

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 1,111 1,160 1,219 1,219 4,709

地方債 0 0 0 0 0

その他 408 420 432 432 1,692

一般財源 1,745 1,777 1,808 1,808 7,138

概算事業費（合計） 3,264 3,357 3,459 3,459 13,539

（備考）介護給付費負担金（国20％、府12.5％）、介護給付費財政調整交付金5％、介護給付費交付金27％



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】高額介護サービス等給付事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑥ 事 務 事 業 概 要
介護（予防）サービスの１月の利用者負担が一定額以上となった場合に超えた額を高額介護（予防）サービス給付費として給付す
るもの。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） 高額介護サービス給付費 95,499

（２） 高額介護予防サービス給付費 200

７年度

（１） 高額介護サービス給付費 98,380

（２） 高額介護予防サービス給付費 200

８年度

（１） 高額介護サービス給付費 101,387

（２） 高額介護予防サービス給付費 200

９年度

（１） 高額介護サービス給付費 101,387

（２） 高額介護予防サービス給付費 200

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 32,566 34,059 35,809 35,809 138,243

地方債 0 0 0 0 0

その他 11,962 12,323 12,698 12,698 49,681

一般財源 51,171 52,198 53,080 53,080 209,529

概算事業費（合計） 95,699 98,580 101,587 101,587 397,453

（備考）介護給付費負担金（国20％、府12.5％）、介護給付費財政調整交付金5％、介護給付費交付金27％



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】高額医療合算介護サービス等給付事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑥ 事 務 事 業 概 要
介護（予防）サービスと医療費の利用者負担が１年間（８月から翌７月まで）で一定額以上となった場合に超えた額を高額医療合算
介護（予防）サービス給付費として給付するもの。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） 高額医療合算介護サービス給付費 15,161

（２） 高額医療合算介護予防サービス給付費 50

７年度

（１） 高額医療合算介護サービス給付費 15,596

（２） 高額医療合算介護予防サービス給付費 50

８年度

（１） 高額医療合算介護サービス給付費 16,073

（２） 高額医療合算介護予防サービス給付費 50

９年度

（１） 高額医療合算介護サービス給付費 16,073

（２） 高額医療合算介護予防サービス給付費 50

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 5,176 5,406 5,683 5,683 21,948

地方債 0 0 0 0 0

その他 1,901 1,956 2,015 2,015 7,887

一般財源 8,134 8,284 8,425 8,425 33,268

概算事業費（合計） 15,211 15,646 16,123 16,123 63,103

（備考）介護給付費負担金（国20％、府12.5％）、介護給付費財政調整交付金5％、介護給付費交付金27％



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】特定入所者介護サービス等給付事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑥ 事 務 事 業 概 要 介護保険施設を利用する低所得者に対して、居住費及び食費の負担限度額を超えた額について補足給付を行うもの。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） 特定入所者介護サービス給付費 70,369

（２） 特定入所者介護予防サービス給付費 110

７年度

（１） 特定入所者介護サービス給付費 72,472

（２） 特定入所者介護予防サービス給付費 110

８年度

（１） 特定入所者介護サービス給付費 74,645

（２） 特定入所者介護予防サービス給付費 110

９年度

（１） 特定入所者介護サービス給付費 74,645

（２） 特定入所者介護予防サービス給付費 110

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 23,983 25,077 26,351 26,351 101,762

地方債 0 0 0 0 0

その他 8,810 9,073 9,344 9,344 36,571

一般財源 37,686 38,432 39,060 39,060 154,238

概算事業費（合計） 70,479 72,582 74,755 74,755 292,571

（備考）介護給付費負担金（国20％、府12.5％）、介護給付費財政調整交付金5％、介護給付費交付金27％



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】高齢者保健福祉推進委員会運営事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 1 1 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ １７【実施手段】 パートナーシップで目標を達成しよう タ－ゲット 17.14

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 高齢者保健福祉推進委員会の適正な運営 475

（１） 高齢者保健福祉推進委員会の適正な運営 797

（１） 高齢者保健福祉推進委員会の適正な運営 879

（１） 高齢者保健福祉推進委員会の適正な運営 475

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

一般財源 475 797 879 475 2,626

概算事業費（合計） 475 797 879 475 2,626

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要
高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の適正な評価及び審議により、町の高齢者保健福祉及び介護保険制度の適正な
運用を図る。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】介護予防・生活支援サービス事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 高齢者が自主的に介護予防に取り組み、できるだけ自立した生活を送っています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 訪問型・通所型現行相当サービス、訪問型・通所型サービスA、介護予防ケアマネジメントの運用 70,822

（２） 訪問型・通所型サービスＣの運用（事業拡充のための調書研究における人件費を含む）及び介護予防施策の拡充 13,533

（３） 高額介護予防サービス費相当事業等 262

（１） 訪問型・通所型現行相当サービス、訪問型・通所型サービスA、介護予防ケアマネジメントの運用 73,175

（２） 訪問型・通所型サービスＣの運用（事業拡充のための調書研究における人件費を含む）及び介護予防施策の拡充 9,822

（３） 高額介護予防サービス費相当事業等 173

（１） 訪問型・通所型現行相当サービス、訪問型・通所型サービスA、介護予防ケアマネジメントの運用 75,287

（２） 訪問型・通所型サービスＣの運用（事業拡充のための調書研究における人件費を含む）及び介護予防施策の拡充 13,533

（３） 高額介護予防サービス費相当事業等 262

（１） 訪問型・通所型現行相当サービス、訪問型・通所型サービスA、介護予防ケアマネジメントの運用 75,287

（２） 訪問型・通所型サービスＣの運用（事業拡充のための調書研究における人件費を含む）及び介護予防施策の拡充 13,533

（３） 高額介護予防サービス費相当事業等 262

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 31,731 27,881 33,406 33,406 126,424

地方債 0 0 0 0 0

その他 42,309 32,649 44,541 44,541 164,040

一般財源 10,577 22,640 11,135 11,135 55,487

概算事業費（合計） 84,617 83,170 89,082 89,082 345,951

（備考）地域支援事業費（国25％、府12.5％、町12.5％、１号保険料23％、２号保険料27％）

⑥ 事 務 事 業 概 要
介護保険法第115条の45第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業におけるサービスの充実を図ることで、要支援認
定者やその予備軍の方々の身体的機能や生活機能を改善することにより、健康寿命の延伸を図り、給付費の増加を抑える。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】一般介護予防事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 高齢者が自主的に介護予防に取り組み、できるだけ自立した生活を送っています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 介護予防把握事業（北小学校区一部　65歳以上の独居及び75歳以上の高齢者全員） 508

（２） 介護予防に関する普及啓発（楽しく生きる知恵探し（社協委託）） 960

（３） 一般介護予防事業評価事業（一般介護予防事業評価会議） 119

（４） 地域リハビリテーション活動支援事業 3,925

（１） 介護予防把握事業（東小学校区一部　65歳以上の独居及び75歳以上の高齢者全員） 522

（２） 介護予防に関する普及啓発（楽しく生きる知恵探し（社協委託）） 960

（３） 一般介護予防事業評価事業（一般介護予防事業評価会議） 82

（４） 地域リハビリテーション活動支援事業 4,210

（５） 第10期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画に係る調査業務等 2,851

（１） 介護予防把握事業（中央小学校区一部　65歳以上の独居及び75歳以上の高齢者全員） 508

（２） 介護予防に関する普及啓発（楽しく生きる知恵探し（社協委託）） 960

（３） 一般介護予防事業評価事業（一般介護予防事業評価会議） 119

（４） 地域リハビリテーション活動支援事業 3,925

（１） 介護予防把握事業（中央小学校区一部　65歳以上の独居及び75歳以上の高齢者全員） 508

（２） 介護予防に関する普及啓発（楽しく生きる知恵探し（社協委託）） 960

（３） 一般介護予防事業評価事業（一般介護予防事業評価会議） 119

（４） 地域リハビリテーション活動支援事業 3,925

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 2,067 2,910 2,067 2,067 9,111

地方債 0 0 0 0 0

その他 689 1,077 689 689 3,144

一般財源 2,756 4,638 2,756 2,756 12,906

概算事業費（合計） 5,512 8,625 5,512 5,512 25,161

（備考）地域支援事業費（国25％、府12.5％、町12.5％、１号保険料23％、２号保険料27％）

⑥ 事 務 事 業 概 要

「高齢者保健福祉計画」及び「介護保険事業計画」に基づき、高齢者の介護予防と健康づくりを推進する。
高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体の通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進
するとともに、地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取り組みを推進し、要介護状態等となること
の予防を推進する。また、要介護状態等となっても生きがい・役割をもって生活できる地域を構築する。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】包括的支援事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 1 1・3・5 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 包括的支援事業に係る職員人件費及びその他経費 174

（２）
包括的支援事業（医師会への委託等）、認知症施策（認知症初期集中支援チームの運営等）、生活支援体制整
備事業、地域ケア会議等）

5,273

（１） 包括的支援事業に係る職員人件費及びその他経費 0

（２）
包括的支援事業（医師会への委託等）、認知症施策（認知症初期集中支援チームの運営等）、地域ケア会議
等）

4,563

（１） 包括的支援事業に係る職員人件費及びその他経費 0

（２）
包括的支援事業（医師会への委託等）、認知症施策（認知症初期集中支援チームの運営等）、地域ケア会議
等）

4,563

（１） 包括的支援事業に係る職員人件費及びその他経費 0

（２）
包括的支援事業（医師会への委託等）、認知症施策（認知症初期集中支援チームの運営等）、地域ケア会議
等）

4,563

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 3,146 2,635 2,635 2,635 11,051

地方債 0 0 0 0 0

その他 1,253 878 878 878 3,887

一般財源 1,048 1,050 1,050 1,050 4,198

概算事業費（合計） 5,447 4,563 4,563 4,563 19,136

（備考）地域支援事業費（国38.5％、府19.25％、町19.25％、1号保険料23％）

⑥ 事 務 事 業 概 要
介護保険法第115次用の46に規定する包括的支援事業＜地域包括支援センターの運営＞、法第115条の45及び48の規定に基
づく包括的支援事業＜社会保障充実分＞（在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症施策、地域ケア会
議）を実施する。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 【介護特会】任意事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 2 2・3 2

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 介護給付等費用適正化事業 7,265

（２） 家族介護支援事業 5,093

（３） その他の事業 1,661

（１） 介護給付等費用適正化事業 7,810

（２） 家族介護支援事業 5,232

（３） その他の事業 1,167

（１） 介護給付等費用適正化事業 7,810

（２） 家族介護支援事業 5,232

（３） その他の事業 1,167

（１） 介護給付等費用適正化事業 7,810

（２） 家族介護支援事業 5,232

（３） その他の事業 1,167

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 8,096 8,182 8,182 8,182 32,642

地方債 0 0 0 0 0

その他 3,224 2,728 2,728 2,728 11,408

一般財源 2,699 3,299 3,299 3,299 12,596

概算事業費（合計） 14,019 14,209 14,209 14,209 56,646

（備考）地域支援事業費（国38.5％、府19.25％、町19.25％、１号保険料23％）

⑥ 事 務 事 業 概 要
介護保険法第115条の45第３項に規定する任意事業（介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業、その他の事業）を実施
する。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱３（１５）高齢者福祉 ③ 担 当 課 健康福祉部介護保険課

② 事 務 事 業 名 重層的支援体制整備事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 3 15 1 1・2・3 1

⑤１０年後のまちの姿 介護・医療が必要な時に必要なサービス等を受けることができ、地域の支え合いのもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができています。

⑦　　　S D G ｓ ３【保険】 すべての人に健康と福祉を タ－ゲット 3.8

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 地域介護予防活動支援事業 479

（２） 生活支援体制整備事業 169

（３） 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営等） 36,898

（１） 地域介護予防活動支援事業 479

（２） 生活支援体制整備事業 156

（３） 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営等） 37,197

（１） 地域介護予防活動支援事業 479

（２） 生活支援体制整備事業 156

（３） 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営等） 37,197

（１） 地域介護予防活動支援事業 479

（２） 生活支援体制整備事業 156

（３） 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営等） 37,197

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 19,905 21,751 21,751 21,751 85,158

地方債 0 0 0 0 0

その他 8,766 8,831 8,831 8,831 35,259

一般財源 8,875 7,250 7,250 7,250 30,625

概算事業費（合計） 37,546 37,832 37,832 37,832 151,042

（備考）保険給付（１）は50％、（２）及び（３）は23％、その他（国費・府費）

⑥ 事 務 事 業 概 要
地域福祉法第１０６条の４第２項に掲げる「地域生活課題を抱える地域住民やその世帯に対する支援体制及び地域福祉の推進
のために必要な環境を一体的かつ重層的に整備する事業」を実施する。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源


